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	１．人材育成システム開発の目的・ねらい（Ｗhy）
①会社が目指す「システム・インテグレータのABC」を実現するための人材を早期に育成する。特に重点的に育成する人材が持つべき能力は以下のとおり。
・コンサルティング
・プロジェクト管理
・分析・設計
・営業（セールス）
・高度システム開発技術（エンジニアリング技術）
育成の早期化は、2～3年後に2～3割改善を第1次目標とする（例えば、従来5人で一人前なら、3.5年ないし4年で育成する）。
②このシステムをてこにして、組織の活性化（モチベーション）を図る。
大半の社員が自己の成長目標を持ち、明るく生き生きした表情となるようにする。
なお、このシステムは、社員募集の際の会社イメージアップや、入社希望者の将来を明るくする育成手段を示すためのものともなる。ただし、今回のシステム構築には人材確保（採用）の問題は含まないものとする。
２．改善課題（Ｗhat）
（１）人材の早期育成のための課題
人材の早期育成には次の条件が必要である（○、△、×は本プロジェクトでの対象程度）。
×・良い資質・適性の人間を採用する。
△・適性に合った職務を担当させる。
△・ローテーションにより多様な経験をさせる。
○・適切な教育・訓練を行う。
△・能力向上に対する動機づけを行う。
このうち、本プロジェクトでは以下の課題を取り上げる。
①適性に合った職務の担当
各人の適性を判定し、職種要求条件との対比を本人と上司とが行うことにより、各人に適した職種を選択することを可能とする。ただし、結果として各人に適した職種・職務が選択できるか否かは、このシステムでは保証されない。
②ローテーションによる多様な経験の実現
ローテーションは、短期的にはローテーション対象者を手放す組織にとって戦力低下となる。したがって、実現にはその戦力低下に耐えられるだけの組織力が必要なのと、積極的能力向上が必要な対象者（エリート）に限って実施されるのが一般である。
本プロジェクトでは、各人の能力向上を促進することによって、結果としてローテーションの容易化をねらうにとどまり、ローテーションのための仕組みの検討は行わない。
③適切な教育・訓練の実現
・事業目標を明確にする。
・事業目標達成に必要な人材を明確にする。
・その人材の育成ルートを明確にする。
・強化が必要な能力を明確にする。
・その能力に対して必要な教育・訓練内容を明らかにする。
・
〃
方法
〃
・人材育成の体制・仕組みを確立する。
ことにより、集合教育を中心にした教育と、OJTの仕組みを改善し実施することを中心とした訓練を強化する。
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	これにより、現状の教育全般に対する満足度20％（十分満足していると、まあまあ満足しているの合計）を短期的（3年後）に50％にする。
同じく教育領域別満足度も、不満度平均50％（やや不満、全く不満の合計）を短期的に20％に下げる。
④能力向上に対する動機づけの強化
能力向上に対する動機づけの手段としては各種あるが、本プロジェクトでは、
・能力到達目標の明示
・能力向上目標設定および達成のためのフォロアップに関する上司の指導の強化
により、自己向上欲求度について、現状の60％（ある、非常にあるの合計）を3年後に80％にする。
（２）組織の活性化（モチベーション）のための課題
組織の活性化には、次の諸施策が必要である（○、△、×は本プロジェクトの対象程度）。
×・担当業務に興味・関心を持たせる。
△・成果に対して適切な評価を行う。
△・能力向上に対する動機づけを行う
×・適切な給与を与える。
○・各人の将来方向を示す。
(△)・会社が成長・発展する。
このうち、本プロジェクトでは以下の課題を取り上げる。
（以下省略）
３．開発の対象範囲(Ｗhere)

①対象部門
・システム本部、技術本部
②開発対象とする職種
・システム職（含むSA、一般SE（アプリケーション・エンジニア）、技術的専門家（TE）、ソフトウエア・パッケージ開発者（デベロップメント・エンジニア）、プログラム設計者（プロダクション・エンジニア）、プログラマ、運用スタッフ）
③育成・強化すべき能力の対象範囲（図－１「業務を遂行するために必要な能力の体系」参照）
（省略）
④開発対象機能（図－２「人材育成システム開発プロジェクトの開発対象機能一覧」参照）
（省略）
４．人材育成システムの開発方針（Ｈowの方針）
（１）共通的方針
①実行可能で、かつシステム構想に従い、毎年着実に目標に近づいていく（ステップ・バイ・ステップ）ものとする。
②実施にあたっては、人材育成担当の責任者を設ける。
（以下省略）
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	（２）能力目標の明示の仕組みに関する方針（キャリア･パス原案参照）
（省略）
①キャリア･パス設定にあたっては、次の点に配慮する。
・キャリア･パスの構成単位（キャリア・ポスト）は、職種分類×そのランク（職種ランク）を基本とする。
（以下省略）
②SA、SE、PE、PGの開発工程における基本的役割分担は図－４のとおりとする。
（省略）
③職種および職種ランクについては、その総括的能力表現を規定し、図－５のような職種概要書を作成する。
（省略）
職種ランク能力の総括表現の例：
SEA
数万ステップのビジネス･プロジェクトの基本設計を責任者として担当できる。
SEB
数万ステップのビジネス・プロジェクトの詳細設計を責任者として担当できる。
SEAの指導のもとに、ある範囲のビジネス・プロジェクトの基本設計を分担して担当できる。
④キャリア・パス制度は公開し、だれもが自分はどう進めばよいかが判断できるようにする。
（以下省略）
（３）人材育成の仕組みに関する方針
（部分的に省略）
⑨専門能力については、1項目ずつに対し、対応する教育を用意する。
教育は、社外（メーカ、非メーカ）から得られるものはその採用を優先し、社外から得られないものは順次社内で技術体系を蓄積・整備して教育化する。
⑩育成方法は、平均点を上げる（Push）方式、引っ張り上げる（Pull）方式のそれぞれを明確にする。
教育には、メーカを含む外部の既存研修等を積極的に利用する。
⑫各キャリア･ポストに就いた時点で、そのキャリア･ポジションの職務遂行に必要な知識・能力に対する
基礎研修を確実に実施する。
⑬年間教育日数目標を設定する。
⑳専門領域別に担当者（コア）を決めて部内に公示し、何か知識・情報を得たい場合にその担当コアに指導を受ける制度を設ける。
（４）人材評価の仕組みに関する方針
①キャリア･ポストごとの能力要求表（＝人材定義書）に基づき、個人の能力評価を客観的に行って（個人評価と上司評価をすり合わせる）、育成・強化すべき能力（不足能力）や年度の能力強化目標を設定する。
（以下省略）
（５）人材育成担当機能の維持の仕組みに関する方針
①キャリア･パス、キャリア･ポストに対する要求条件、教育・訓練体系・方式、評価・育成方式自体を見直す仕組みも用意する。これにより、生き続ける、そして少しずつ良くなっていくシステムを実現する。
②この機能は人材育成担当が中心になって推進するが、全管理職の積極的参画が必要である。
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	５．開発・実施日程（Ｗhen）
・今年度はキャリア･パス制度（含む要求能力の規定）の導入を行い、合わせて教育・訓練体系の実施準備を行う。
・次年度に教育・訓練部分の実施を行う。
開発日程は次ページのスケジュール管理表を参照。（省略）
６．開発体制（Ｗho）……（敬称略）
①プロジェクト責任者
取締役本部長
山田竜一
②意思決定者
本部長会議
③開発体制

[image: image1.wmf] 

本部長会議

 

プロジェクト責任者

 

プロジェクト・リーダ

 

能力開発委員会

 

推進スタッフ

 

 

Ａ

 

Ｂ

 

Ｃ

 

Ｄ

 

Ｅ

 

Ｆ

 

Ｇ

 

 

 

（事務局）

 

 

（主担当）

 

山田取締役

 

委員長＝山田、

 

部課長（４〜５名）

 


④役割分担
・プロジェクト・メンバ
実行案の作成
・能力開発委員会
実行案の検討・修正（89年11月ごろから）
場合によってプロジェクト・メンバ分を分担する。
・本部長会議など管理職
能力開発委員会案の検討・修正・承認（89年12月ごろから）
７．必要工数・費用、効果（Ｈow Ｍuch）
（１）開発工数・費用
①89年10月までのプロジェクト・メンバ工数
約30人日
89年10月～90年5月       〃
80人日
②89年10月～90年4月管理職検討工数
30人×2日
60人日
89年11月～90年4月能力開発委員会検討工数
 5人×6日
30人日


_______________________________________
③90年4月～
実施準備＝運用に入る。　　合  計
200人日≒10人日
（約1,000万円）
④89年9月までのコンサルタント費用は計上済み（1,000万円）。
⑤合計開発費用
約2,000万円
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	（２）運用費用（仮定に基づく概算見積り）
①教育増分費用（受講者の参加時間増分対応の機会損失費用は含まない）－当面
社外研修（非メーカ主催分）
3日／1人年×200人×3万円／日≒
1,800万円
社外研修（メーカ主催分）
2日／1人年×200人×1万円／日≒
400万円
社内研修
4日／1人年×200人×1万円／日≒
800万円
合   計
3,000万円
②訓練増分費用（同上）
5イベント（企画）／年実施とする。
200万円／1イベント×5回＝1,000万円
③人材育成担当費用
1人
年間600万円
4 合計
約4,600万円
（３）効果
①人の早期育成
a.育成の早期化ないし能力向上が2割可能とすると（例えば、ある職務が従来5年で一人前になっていたのを、4年で一人前にする）、平均的に見て、常時25％上（4分の5）の能力を持っていることになる（一人前になったら次の職務にローテーションするという前提）。
b.この経済効果は、
平均1,000万円／年×200人×25%＝5億円／年
に相当する。
c.仮に一人前になってから同じ年数（上例では4年）だけその職務にとどまるとしても、半分の2.5億円の効果である。
育成の早期化が仮に半分の1割でも、1億円以上の効果となり、開発費用の償却と運用費用増を吸収できる。
②当人材育成システム開発の目的・ねらいである、当社が必要とする人材の早期育成が可能となる（目標は当面2割の早期化）。
③同じく、組織の活性化が図られる。これにより、一般的に予想される退職者増を押さえることができる。
④さらに、そのことにより、会社の目指す「システム･イングレータのABC」の実現が容易となる。
⑤人材育成の仕組みが整備されていることにより、優秀な人材の獲得が容易となる。
⑥部下の育成方式が標準化されることにより、管理職が部下の育成に自信を持てるようになる。
⑦社員の能力向上により、質の高い商品・サービスを顧客に提供できるようになり、当社の競争力・イメージが向上する。
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